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１ 当該交付方針を定める背景

平成１９年６月２０日の改正建築基準法の施行により、構造計算適合性判定制度が開始さ

れましたが、以来、改正法施行の混乱等を回避するため、建築確認申請に係る事前審査・事

前相談の徹底など、建築基準行政の円滑な運用等に努めてきたところです。

一方、判定制度開始後約１年半を経過した現在においては、個々の判定業務を通じて得ら

れた知見の蓄積等により、判定制度の円滑な運用に努めておりますが、判定業務の更なる迅

速化・効率化が求められております。

当該交付方針は、こうした状況等を踏まえ、今後、より一層の判定業務の適正な運用等を

図る観点から定めるものです。

２ 不適合通知等の交付に係る基本的な考え方

「不適合通知」又は「構造計算が適正に行われたものであるかどうかを判定することがで

きない旨の通知（無期限通知）」を、構造計算適合性判定を求めた建築主事・指定確認検査

機関に対して交付するか否かの判断については、原則として「構造計算適合性判定の円滑な

実施のために（2008.1.26（改訂）：ＪＣＢＡ構造計算適合性判定部会・構造部会作成）」中

の「不適合通知又は判定することができない旨の通知（無期限通知）の事例について」によ

るものとします。

３ 不適合通知等を交付する際に加味すべき事項

上記２による不適合通知等の交付については、次の各項目のいずれかに該当する場合にお

いてのみ行うことを原則とします。

（１）構造計算書や追加説明書等の内容不備等により、構造計算適合性判定に係る法定処理

期間（ピアチェック４９日・再計算１４日）を著しく超過しているような場合。

（２）追加説明書等の内容不備等により、構造計算適合性判定に係る追加説明要求及び回答

が２回以上に渡るような場合。

（３）構造計算適合性判定に係る追加説明書等の回答が期限までになされないような場合。

４ その他

構造計算適合性判定の追加説明書等の提出を求めるまでもなく、不適切な構造計算を行っ

ているような場合は、上記２及び３によらず、「不適合通知」又は「構造計算が適正に行わ

れたものであるかどうかを判定することができない旨の通知（無期限通知）」を交付する場

合があります。


